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入 札 公 告 
 

次のとおり一般競争入札に附します。 

令和６年８月７日 

支出負担行為担当官 

鳥取労働局総務部長 吉野 明彦 

 

１ 調達内容 

（１）工 事 名  米子労働基準監督署使用面積拡張工事 

（２）工事場所  米子労働基準監督署（米子市東町１２４－６米子地方合同庁舎５階） 

（３）工事内容  建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事（詳細は入札説明書による） 

（４）工  期  契約締結日から令和６年１１月３０日までの間 
（５）入札方法 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した額（当該

金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０

分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

２ 電子調達システムの利用について 

本案件は、電子調達システムにより行うこととする。 

なお、電子調達システムによりがたい場合は、当局へ申し出を行い紙入札方式参加届を提出することにより、紙入

札方式によることができる。 

 

３ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者であ

ること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、

特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）令和０５・０６年度厚生労働省競争参加資格審査（建設工事）において、中国地域の「建築一式」のＣ等級又はＤ

等級に格付けされている者であること。 

（４）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書類提出期限の直近２年間（（ﾎ）及び（ﾍ）に

ついては２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

（ｲ）厚生年金保険 （ﾛ）健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） （ﾊ）船員保険 （ﾆ）国民年金  

（ﾎ）労働者災害補償保険 （ﾍ）雇用保険 

 注）各保険料のうち（ﾎ）及び（ﾍ）については、当該年度における年度更新手続を完了すべき日が未到来の場合

にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料

について滞納がない（分納が認められているものについては納付期限が到来しているものに限る。）こと。 

（５）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

（６）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行が確保される者であるこ

と。 

（７）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（８）過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。 

（９）その他予決令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する者であること。 

 

４ 入札説明書の交付場所等 

（１）契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒６８０－８５２２ 鳥取市富安２丁目８９－９ 

鳥取労働局総務部総務課会計第三係 平野 

電話０８５７－２９－１７００ 



（２）入札説明書の交付方法 

鳥取労働局ホームページ（https://jsite.mhlw.go.jp/tottori-roudoukyoku/）に掲載する。 

（３）入札説明書等の交付期間 

本公告の日から令和６年８月２１日（水）午後５時１５分まで 

 

５ 入札書の提出場所等 

（１）電子調達システムによる入札書類データ（証明書等）の受領期限及び紙入札参加届等書類（証明書等）の受領期限 

令和６年８月２８日（水）午前１０時 

（２）電子調達システムによる入札書の受領期限及び紙入札方式による入札書の受領期限 

令和６年８月３０日（金）午前９時３０分 

（３）開札の日時及び場所 

令和６年８月３０日（金）午前１０時 

鳥取労働局（鳥取市富安２丁目８９－９ ４階小会議室） 

（４）電子調達システムのＵＲＬ 

https://www.p-portal.go.jp/ 

（５）入札等の問い合わせ先 

上記４（１）に示す場所と同じ。 

（６）紙入札方式による入札書等の提出先 

上記４（１）に示す場所と同じ。 

 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨とする｡ 

（２）入札保証金 

会計法第２９条の４及び予算決算及び会計令第７７条の規定により免除する。 

（３）契約保証金 

会計法第２９条の９及び予算決算及び会計令第１００条の３の規定により免除する。 

（４）留意事項 

担当者等から提出される本入札に係る契約関係書類については、事業者としての決定であること。もし、押印

が省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金を徴取する場合があり得る。 

（５）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出し

た入札書その他入札の条件に違反した者の提出した入札書は無効とする。 

（６）契約書作成の要否 

契約書の作成を要す。 

（７）落札者の決定方法 

本公告に示した工事を施工できると支出負担行為担当官が判断した入札者であって、予決令第７９条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内であり、入札説明書で指定する性能、規格等の要件のうち、必須とした

項目について基準をすべて満たしている入札者の中から、最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者と

する。 

（８）落札者の氏名、住所及び落札価格等の落札結果については公表することとする。 

（９）その他 

詳細は現場説明書による。 

 



現 場 説 明 書 
説明確認事項 

１ 工 事 名 

２ 入 札 日 時 

３ 入 札 場 所 

４ 工 事 場 所 

 

５ 工   期 

６ 仕 様 書 

７ 入札参加資格 

 

 

 

 

８ 契 約 条 件 

 

 

 

 

 

９ 指 導 事 項 

10 そ の 他 

米子労働基準監督署使用面積拡張工事 

令和６年８月３０日（金） ９時３０分まで 

鳥取労働局（鳥取市富安二丁目８９番９） 

米子労働基準監督署（米子市東町１２４－６米子地方合同庁舎

５階） 

（自）契約締結日の翌日 （至）令和６年１１月３０日（土） 

別添「仕様書」及び 別紙「現場説明事項」のとおり。 

入札公告項目２のとおり。 

但し、その他予算決算及び会計令（以下、「予決令」という。）

第 73 条の規定により、以下の項目を入札条件として加える。 

◇中国地域内に、本社、支店、営業所を有し、米子市内にお

いて、工事を行うことができる者。 

別紙「現場説明事項」のほか、次のとおり補足する。 

（イ）支給材料  無 

（ロ）前払・中間・部分払金   無 

（ハ）部分引渡  無 

（ニ）契約不適合 工事請負契約書第 25 条の第 2 項中の契

約不適合責任期間は 1 年とする。 

別紙「現場説明事項」のとおり。 

別紙「現場説明事項」のとおり。 

 

 

 

 
 



現場説明事項 

入札条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

契約条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 入札について 

(1) 入札に当たっては、入札公告、仕様書、図面、数量書、鳥取労働局

競争入札心得、工事請負契約書案及びこの現場説明書をよく確認のう

え、入札書を提出するものとする。 

(2) この工事の入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）等に抵触する行為を行っては

ならない。 

２ 入札参加者の提出書類 

入札に参加しようとする者は、令和６年８月２８日（水）１０時００分

までに以下の書類を鳥取労働局総務部総務課会計第三係まで提出しなけ

ればならない。 

① 資格審査結果通知書の写し 

② 暴力団等に該当しない旨の誓約書（別紙５） 

③ 入札参加届（兼自己申告書）（別紙６） 

３ 入札保証金の免除（予決令第 77 条） 

 

 

 

鳥取労働局所定の工事請負契約書による。 

ただし、次の各事項を補足する。 

１ 契約保証金の免除（予決令第 100 条の３） 

２ 監督職員（工事請負契約書第 9 条関係） 

監督職員は、鳥取労働局総務部総務課会計第三係長とする。 

３ 条件変更等 

(1) 施工数量と内訳数量調書に大幅な違いが生じた場合は、監督職員

と協議するものとする。 

(2) 疑義が生じた場合は、監督職員と協議の上、施工することとする。 

 



指導事項 

 

 

 

１ 下請契約における受注者の指導について 

この契約に係る工事の的確な施工を確保するため、下請契約を締結しよ

うとする場合、下請契約における注文者・下請契約における受注者との合

理化が図られるよう、「建設産業における生産システム合理化指針」の趣

旨により、下請契約における受注者の適正な選定、合理的な下請契約の締

結、請負代金支払等の適正な履行、下請における雇用管理等への指導を行

い、本指針の遵守に努めること。 

２ 建設資材納入業者との契約について 

この契約に係る建設資材納入業者との契約にあたっては、当該業者の利

益を不当に害しないよう公正な取引を確保するよう努めること。 

３ 労働者の確保について 

この契約にかかる建設労働者の確保及び適正な労賃の維持等による労

働条件の改善に留意し、労働災害の防止には特段の注意を払うものとす

る。 

４ 建設業退職金共済制度への加入等 

(1) 建設業者は、自ら雇用する建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」

という。）の対象労働者に係る共済証紙を購入し、当該労働者の共済手

帳に共済証紙を貼付すること。 

(2) 建設業者が下請契約を締結する際は、下請業者に対して、建退共制度

の趣旨を説明し、下請業者が雇用する建退共制度の対象労働者に係る共

済証紙をあわせて購入して現物により交付すること、又は建退共制度の

掛け金相当額を下請代金中に参入することにより、下請業者の建退共制

度への加入並びに共済証紙の購入及び貼付を促進すべきこと。 

(3) 建設業者は、建退共制度の発注者用掛金収納書（以下「収納書」とい

う。）を工事契約締結後 1 か月以内に支出負担行為担当官鳥取労働局総

務部長に提出すること。 

なお、工事契約締結当初は工事製作の段階であるため建退共制度の対

象労働者を雇用しないこと等の理由により、期限内に当該工事に係る収

納書を提出できない事情がある場合においては、あらかじめその理由及



び共済証紙の購入予定時期を書面により申し出ること。 

(4) 建設業者は、(3)の申し出を行った場合、請負代金額の増額変更があ

った場合等において、共済証紙を追加購入したときは、当該共済証紙に

係る収納書を工事完成時までに提出すること。なお、(3)の申し出を行

った場合又は請負代金額の増額変更があった場合において、共済証紙を

追加購入しなかったときは、その理由を書面により申し出ること。 

(5) 共済証紙の購入状況を把握するため必要があると認めるときは、共済

証紙の受払簿その他関係資料の提出を求めることがあること。 

(6) 建退共制度に加入せず、又は共済証紙の購入若しくは貼付が不十分な

建設業者については、指名等において考慮することがあること。 

(7) 下請業者の規模が小さく、建退共制度に関する事務処理能力が十分で

ない場合は、元請業者に建退共制度への加入手続き、共済証紙の共済手

帳への貼付等の事務処理を委託する方法もあるので、元請業者において

できる限り下請業者の事務の受託に努めること。 

５ 建設業法等の遵守について 

(1) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に違反する一括下請その他不適

切な形態の下請契約を締結しないこと。 

(2) 建設業法第 26 条の規定により請負業者が工事現場ごとに設置しなけ

ればならない専任の主任技術者又は専任の監理技術者については、適切

な資格、技術力等を有する者（工事現場に常駐して専らその職務に従事

する者で、請負業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあるものに限る）

を配置すること。 

(3) 請負者が工事現場ごとに設置しなければならない専任の監理技術者

のうち、当該建設工事に係る建設業が指定事業である場合の監理技術者

は、建設業法第 15 号第 2 号イに該当する者又は同号ハの規定により国

土交通大臣が同号イに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定

されたもので、監理技術者資格証書の交付を受けているものを配置する

こと。この場合において、発注者から請求があったときは、資格者証を

提示すること。 



(4) 上記(1)(2)及び(3)のほか、建設業法等に抵触する行為は行わないこ

と。 

６ 建設業からの暴力団排除の徹底について 

工事の施工に対して、暴力団等からのあらゆる不正な要求に対し断固と

してこれを拒否し、また被害に対しては、すみやかに警察に通報するとと

もに捜査上必要な協力を行うこと。また、監督職員とも連絡を密にとり工

程等被害が生じた場合は、協議を行う。 

７ 労働基準法等の遵守 

(1) この契約に係る工事の施工にあたっては、労働基準法施行令改正の趣 

旨に則り、労働時間について遵守するよう努めなければならない。 

   また、工期設定においては、雨天、工期が夏季にかかる場合は夏季休

暇、工期が年末・年始にかかる場合は、年末年始休暇を考慮している。    

(2) 労働安全衛生法関係法令を遵守し労働災害の防止に努めること。 

８ 排ガス対策の取扱について 

エンジン出力 7.5ｋｗ以上 260ｋｗ以下のディーゼルエンジンを搭載し

たバックホウ、トラクターショベル（車輪式）、ブルドーザー、発動発電

機（可般式）、空気圧縮機（可般式）、油圧ユニット、ローラ類、ホイール

クレーンを使用する際は、排出ガス対策型建設機械を使用しなければなら

ない。 

なお、排出ガス対策型建設機械を調達できない場合は、排出ガス浄化装

置を装着した建設機械を使用すれば排出ガス未対策型の建設機械でも排

出ガス対策型建設機械と同等とみなす。 

９ 火災保険等の付保する時期、金額及び期限 

(1) 普通火災保険等に付すべき時期及び金額は、次によるものとする。 

イ． 工事出来高（検査済み工事材料を含む）が 50％になったとき、請

負代金の 80％相当額の保険に付することとし、さらに工事出来高

（検査済み工事材料を含む）が 80％になったとき、請負代金相当額

の保険金額となるよう付保すること。 

     なお、木造の対象物に対しては、工事出来高（検査済み工事材料



を含む）が 20％になったとき、請負代金相当額の保険金額となるよ

う付保すること。 

ロ． 付保する場合は、速やかに契約を行うこと。また初回の付保時期

において請負代金額相当の保険金額を付保することが出来るもの

とする。 

(2) 建設工事保険、組立保険を付保する場合は上記(1)に準ずるものとす

る。 

(3) 保険の期限は、工事完成期限に 14 日を加えた期日までとする。ただ

し、工事が延長した場合は、その期限も遅延日数に応じて延長するもの

とする。 

(4) 修繕又は模様替等の工事は次によるものとする。 

イ． 付保の範囲は建物の内装部分とし、建物の外装部分（防水工事、

外装改修）は除くものとする。 

ロ． 請負契約の工事の範囲については、請負契約金額に相当する補償

額となる保険契約を対象とし、工事の着手前に、保険契約を締結す

るものとする。 

ハ． 既設建物の工事範囲外については、付保しないものとする。ただ

し、特に必要と認めた場合はこの限りではない。 

10 安全対策 

工事車両の出入りについては、通行整理及び道路清掃を含め安全確保に

努めること。 

11 環境対策 

① 本工事の施工にあたり、近隣住民への騒音・振動等に配慮すること。 

② 工事の施工にあたり、粉塵等の飛散防止に配慮すること。 

12 建設副産物の処理 

関係法令に従い適切に処分すること。 



そ の 他 付 記 事 項 

１．提出書類 

① 入札に参加しようとする者は、次の書類を令和６年８月２８日（水） 

１０時までに提出すること。 

なお、期限内に提出なき場合は、入札への参加はできないものとする。 

【電子入札の場合】 

電子入札により入札される方は、電子調達システムへ登録してください。 

なお、この際に下記提出書類（別紙４を除く）を添付して提出することも可能

です。 

【紙入札の場合】 

  紙により入札される方は、「紙入札参加申出書（別紙３）」を提出してください。 

イ 資格審査結果通知書（写） 

※令和５・６年度厚生労働省における一般競争参加資格（建設工事）に

おいて中国地域で工種区分「建築一式」で、Ｃ又はＤ等級に格付けさ

れている者であることを証明する書類。 

ロ 暴力団等に該当しない旨の誓約書（別紙５） 

※個人の場合は生年月日を記載すること。 

  ※法人の場合は役員の役職名・氏名及び生年月日が明らかとなる資料を 

   添付すること。 

ハ 入札参加届（兼自己申告書）（別紙６） 

  

② 入札説明書及び仕様等に関して疑義がある場合は、次の書類にて、令和 

６年８月２２日（木）１７時１５分までに文書で提出すること。 

「現場説明質問用紙（別紙４）」 
メール可、TEL は不可 
回答は、順次入札参加予定者に文書（メール等）で行う。 

   なお、必要に応じて上記以外の書類を求める場合があるので、その際は速 

やかに提出すること。 

 

 



２．入札方法及び書類提出方法 

イ この調達件名の入札にあたっては、現場説明書（鳥取労働局入札心得等）を

熟覧のうえ、入札書を提出するものとする。 

ロ 入札執行回数は、原則として２回を限度とするものとして、この限度内にお

いて落札者がいないときは、予決令第 99 条の 2 の規定を適用する。ただし、

予定価格と最低入札価格との開差が大きい場合はこの限りではない。 

ハ 入札書は、電子入札システムを用いて提出すること。ただし、発注者の承諾

を得た場合には、別添「入札書（別紙１）」により記載し、氏名及び入札件名

を朱書した上で封かんし、公告等に示した日時に提出しなければならない。な

お、郵便、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。 

ニ 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができ

ない。 

ホ 代理人が入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称又は商号、代

理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記入しておくとともに、入札書

提出時に別添「委任状（別紙２）」を提出しなければならない。 

へ 入札当日、代理人は上記ホと同一の代理人の印鑑を持参し、入札書及び入

札参加者名簿にはこれを用いなければならない。（入札書の押印を省略する場

合は不要。） 

ト 複数回の入札に備えて、入札書の予備を持参すること。押印を省略しない

場合は代表者印又は代理人印を持参すること。 

 

３．開札及び落札について 

イ 開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又はそ

の代理人が立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行

う。 

ロ 開札した場合において、入札者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制

限に達した価格の入札がないときは、直ちに再度入札を行う。 

ハ 本入札説明書に従い入札書を提出した者であって、本入札説明書の仕様書等

において明らかにした性能等の要求要件のうち必須とされた項目の最低限の

要求要件を全て満たし、当該入札者の入札価格が予決令第 79 条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内である者を落札者とする。ただし、そ

の者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって、著しく



不適当であると認められるときは、この限りでない。 

ニ 落札者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引か

せ、落札者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が直接くじを

引くことができないときは、入札執行事務に関係ない職員がこれに代わってく

じを引き落札者を決定するものとする。 

 

４．入札の無効 

  １①ハ「誓約書（別紙５）」を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書

に反することとなったときは、当該者の入札を無効とするものとする。 

 

５．契約書の作成 

イ この入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、当局と協議の上契約書

を取り交わすものとする｡ 

ロ 支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、

本契約は確定しないものとする。 

ハ 契約手続に使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨とする。 

 

６．問い合わせ先及び書類提出先 

〒６８０－８５２２ 

鳥取市富安二丁目８９番９ 

鳥取労働局総務部総務課 会計第三係 平野 

電 話 ０８５７－２９－１７００  

メール hirano-masashi@mhlw.go.jp 

 



監 督 職 員 等 一 覧 表 
 

監督職員等の名称 官  職  名 備  考 

監

督

職

員 

監督職員 鳥取労働局総務部総務課会計第三係長 
 

  
 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 
  

 

 



入 札 説 明 書 

 

  「米子労働基準監督署使用面積拡張工事」の入札公告（令和６年８月７日付）に基づ

く入札等については、この入札説明書による。 

 

１ 契約担当官等 

     支出負担行為担当官 鳥取労働局総務部長 吉野 明彦 

 

２ 競争入札に付する事項 

    （１）工事件名  米子労働基準監督署使用面積拡張工事 

    （２）工事内容  既存の会議室等を米子労働基準監督署の事務室としてしようす

るための拡張工事を行う。詳細は別添「仕様書」による。 

   （３）入札方法 

      落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行うので、 

① 入札者は、件名の価格のほか、業務の履行に要する一切の諸経費を含め

契約金額を見積もるものとする。 

② 入札金額は総価で行う。 

      落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とする。そのた

め、入札者は消費税にかかる課税事業者か免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に

記載し提出しなければならない。 

   （４）入札保証金 

      予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号。以下「予決令」という第

７７条の規定により免除する。 

     （５）契約保証金 

           予決令第１００条の３の規定により免除する。 

 

３ 競争参加資格 

   （１）予決令第７０条に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同

条中、特別の理由がある場合に該当する。 

   （２）予決令第７１条第１項各号に該当しない者であること。予決令第７１条第

１項の各号の一に該当すると認められるときは、その者については、その事



実があった後三年間は一般競争に参加できない。また、その者を代理人、そ

の他の使用人として使用する者についても同様とする。 

    （３）令和５･６年度厚生労働省競争参加資格（建設工事）において、工種区分「建

築一式」で、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている中国地域の競争参

加資格を有する者であること。 

   （４）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。                
（入札日の前日において労働保険料を滞納している場合を含む。） 

    （５）社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会管掌のもの）、船

員保険及び国民年金をいう）の制度に適用されるものにあっては、直近２年

間の保険料について滞納がないこと。 

     （６）資格審査申請書及びその添付書類の重要な事項又は事実について虚偽の記

載をし、又は記載をしなかった者。  
     （７）商法（明治 32 年法律第 48 号）その他の法令の規定に違反して営業を行っ

ていない者。 

     （８）建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条の許可を受けている者。 

     （９）暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出した者。 

    （10）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

     （11）その他予決令第７３条の規定に基づき､支出負担行為担当官が定める資格を

有する者であること。 

 

４ 入札書の提出手順、場所等 

    入札書は、電子調達システムにより提出するものとする。電子調達システムによ

る入札の場合は、当該システムに定める手続きに従い、提出期限までに入札書を提

出しなければならない。 

     ただし、紙により入札の参加を希望する場合は、「紙入札参加申出書」（別紙

３）により令和６年８月２８日（水）１０時００分までに申し出る必要があるこ

と。 

    なお、入札者は、その提出した入札書の引替え、変更又は取消をすることはでき

ない。 

     （１）電子調達システムにより入札を行う場合 

         ① 入札参加申込み期限（紙による入札の場合も同じ） 

             令和６年８月２８日（水）１０時００分 

             ※６の（３）の提出書類を添付すること。 

     ② 入札書の提出期限 

       令和６年８月３０日（金） ９時３０分 

        ※「工事費内訳書（任意様式）」と併せて、電子調達システムに到着す



るよう提出すること。 

                なお、電子調達システムにより応札する場合には、通信状況により

提出期限時間内に電子調達システムに入札書が到着しない場合があ

るので、時間の余裕をもって行うこと。 

    （２）紙により入札を行う場合 

     ① 入札書の受領期限 

       令和６年８月３０日（金） ９時３０分 

     ② 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

       〒680-8522 鳥取市富安二丁目８９番９ 

       鳥取労働局総務部総務課会計第三係 

       担当 平野  ０８５７－２９－１７００ 
③  入札書の提出方法 

       入札書は（別紙１）の様式にて作成し、「工事費内訳書（任意様

式）」とともに封筒に入れ封印し、かつ、その封皮に氏名（法人の場

合はその名称又は商号）及び入札件名を朱書しなければならない。 

     ④ 郵便、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。 

      （３）入札の無効 

      本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は

入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とす

る。 

      （４）入札の延期 

        入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を

公正に執行することができない状態にあると認められるときは、当該入

札を延期し、又はこれ取り止めることがある。 

      （５）代理人による入札 

     ① 代理人が電子調達システムにより入札する場合には、当該システムで定

める委任の手続きを終了しておかなければならない。 
④  代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称

又は商号、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記入して押印

をしておくとともに（入札書の押印を省略する場合は押印不要）、開札時

までに（別紙２）の様式による代理人委任状を提出しなければならない。 

⑤  入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代    

理人を兼ねることができない。 

 

 

 



５ 開札 

     （１）開札の日時及び場所 

      令和６年８月３０日（金）１０時００分 

      鳥取労働局 ４階小会議室  

     （２）電子調達システムによる入札の場合 

       電子調達システムにより入札書を提出した場合には、立会は不要である

が、入札者又はその代理人は、開札時刻には端末の前で待機しておくもの

とする。 

   （３）紙による入札の場合 

     ① 開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又

はその代理人が立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会

わせて行う。 

     ② 入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場するこ

とはできない。 

③ 入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係

職員の求めに応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権

限に関する委任状を提示又は提出しなければならない。 

④ 入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情

があると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

⑤ 紙入札の場合、システム入力が必要なため、開札に相当時間が必要であ

ること。 

   （４）再度入札の取扱い 

       開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格

の制限に達した価格の入札がないときは、再度の入札を行う。 

       なお、電子調達システムにおいては、再入札通知書に示す時刻までに再

度の入札を行うものとする。 

 

６ その他 

     （１）入札及び契約手続において使用する言語及び通貨 

             日本語及び日本国通貨 

     （２）入札説明書に対する疑義 

       この入札説明書についての疑義は、（別紙４）により令和６年８月２２

日（木）１７時１５分までに上記４（２）②の入札書の提出場所へ提出す

ること（メール可、ＴＥＬは不可）。 
 
 



     （３）提出書類（入札参加希望者すべて） 

        令和６年８月２８日（水）１０時００分までに、 

       ア 令和５・６年度厚生労働省競争参加資格（建設工事）「資格審査結

果通知書」の写し 

       イ 暴力団等に該当しない旨の誓約書（別紙 5） 

       ウ 入札参加届（兼自己申告書）（別紙６） 

       を上記４（２）②の入札書の提出場所へ提出すること。 

   （４）落札者の決定方法 

     ① 予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

     ② 落札となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを

引かせ、落札者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人

が直接くじを引くことができないときは、入札事務に関係ない職員が

これに代わってくじを引き落札者を決定するものとする。 

     ③ 落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名

称）及び金額を口頭及び電子調達システムの開札結果の通知により通

知するものとする。 

     （５）契約書の作成 

     ①  競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を

取り交わすものとする。 

     ② 支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなけ

れば本契約は確定しないものとする。 

      



鳥取労働局競争入札心得 
 
（目的） 
第１条 鳥取労働局所掌の契約に係る一般競争入札及び指名競争（以下「競争」

という。）を行う場合における入札その他の取扱いについては、会計法（昭

和22年法律第35号）、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以

下「予決令」という。）その他の法令に定めるほか、この心得の定めると

ころによるものとする。 
 

（一般競争入札参加の申出） 
第２条  一般競争入札に参加しようとする者は、予決令第74条の公告において

指定した期日までに、予決令第70条の規定に該当するものでないことを

確認することができる書類及び当該公告において指定した書類を添え、契

約担当官（会計法第29条の 3第 1項に規定する契約担当官等をいう。以

下同じ。）にその旨を申し出なければならない。 
 
（入札保証金等） 
第３条  競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、入

札執行前に、見積金額の100分の 5以上の入札保証金又は入札保証金に代

わる担保を歳入歳出外現金出納官吏又は取扱官庁に納付し、又は提供しな

ければならない。ただし、入札保証金の全部又は一部の納付を免除された

場合は、この限りではない。 
２  入札参加者は、前項ただし書きの場合において、入札保証金の納付を

免除された理由が入札保証保険契約を結んだことによるものであるとき

は、当該入札保証保険契約に係る保険証券を契約担当官等に提出しなけ

ればならない｡ 
３  入札参加者は、入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付し、又

は提供する場合は、関係職員の調査を受け、その面前においてこれを封

かんのうえ、氏名及び金額を封筒に明記して該当提出書（有価証券を提

供する場合は、該当提出書及び印鑑）を添えて差し出さなければならな

い。 
４  入札参加者は、第 1 項本文の規定により提供する入札保証金に代わる

担保が銀行又は契約担当官等が確実と認める金融機関（以下「銀行等」

という。）に対する定期預金債権である場合においては、当該債権に質権

を設定し、当該債権に係る証書及び当該債権に係る債務者である銀行等

の承諾を証する確定日付のある書面を提出しなければならない。 
５  入札参加者は、第 1 項本文中の規定により提供する入札保証金に代わ

る担保が銀行等の保証である場合においては、当該保証に係る保証書を

提出しなければならない。 



６  入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約締

結後に、落札者以外の者に対しては入札執行後にその受領証書と引換え

にこれを還付する。 
 
 
（入札等） 
第４条  入札参加者は、仕様書、図面、契約書案及び現場等を熟覧のうえ、入札

しなければならない。この場合において仕様書、図面、契約書案等につい

て疑義があるときは、関係職員の説明を求めることができる。 
２  入札書に記入する入札価格は、見積もった価格の１１０分の１００に

相当する金額を記入し（免税業者も同様とする）、予定価格の制限の範囲

内で最低価格の入札者を落札者とする。 
   ただし、支出負担行為担当官が、その者により当該契約の内容適した

履行がなされないおそれがあると認めたときは政令の定めるところに

より予定価格の制限の範囲内で申し込みをした他の者のうち最低価格

の入札者を落札者とする。 
   なお、契約金額は入札価格に１００分の１１０を乗じた額とし、１円

未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てるものとする。 
３  入札書（別紙１）及び委任状（別紙２）は鳥取労働局の定めた様式と

する。 
４  代理人が入札するときは、代表者の氏名並びに代理人であることの表

示及び当該代理人の氏名を記入し、かつ押印すること。 
５  委任状には、代表者の氏名を記入すること（押印省略可）。 
６  入札書は必要事項を記入の上、封筒に入れ封筒裏面の３ヶ所に「〆」

を記入すること。 
   なお、入札書及び委任状の押印を省略しない場合は、入札書及び委任

状に使用した印と同一の代表者印（代理人が入札する場合は代理人印）

を押印して入札箱に投函のこと。 
７  予定価格の制限の範囲内での入札がない場合は、直ちに再度入札をす

るので入札書の予備を持参すること。 
８  落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに

当該入札をした者にくじを引かせて落札者を決定する。 
   なお、当該入札者のうち、くじを引かない者がある場合は、これに代

わり入札事務に関係のない職員がくじを引くものとする。 
 
（公正な入札の確保） 
第５条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22年法律第54号）等に抵触する行為を行ってはならない。 
２  入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参

加者と入札価格又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入



札価格を定めなければならない。 
３  入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格

を意図的に開示してはならない。 
 
（入札の取りやめ等） 
第６条 入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合においては、入札

を公正に執行することができないと認められたときは、当該入札参加者を

入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取りやめることが

ある｡ 
 
（無効の入札） 
第７条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする｡ 

一  競争に参加する資格のない代理人のした入札 
二  委任状を持参しない代理人のした入札 
三  所定の入札保証金又は保証金に代わる担保を納付し又は提供しない

者のした入札 
四  記名を欠く入札（押印省略可） 
五  金額を訂正した入札 
六  誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
七  明らかに連合によると認められる入札 
八  同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は二人以上の代理を

した者の入 
   札 
九  その他入札に関する条件に違反した入札 

 
（落札者の決定） 
第８条 入札を行った者のうち、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で

最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、国の支払いの原

因となる契約のうち予定価格が 1000 万円を超える工事又は製造の請負契

約について、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当

該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められると

き（工事の請負契約に限る。）、又はその者と契約を締結することが公正な

取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認め

られるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者の

うち最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

２  予決令第85条の基準に該当する入札を行った者は、契約担当官等の行

う調査に協力しなければならない。 
 
 
 



（契約保証金） 
第９条 落札者は、契約書の案の提出と同時に、契約金額の 100 分の 10 以上の

契約保証金 

又は契約保証金に代わる担保を納付し、又は提供しなければならない。た

だし、契約 

保証金の全部又は一部を免除された場合は、この限りではない。 

２  第 3条第 2項の規定は、前項ただし書の場合において準用する。 

３  落札者は、第1項本文の規定により契約保証金を納付する場合におい

ては、あらかじめ、現金を取扱官庁の保管金取扱店（日本銀行の本店、

支店又は代理店）に振り込み、保管金領収証書の交付を受け、これに保

管金提出書を添えて取扱官庁に提出しなければならない。 

４  落札者は、第1項本文の規定により契約保証金に代わる担保を提供す

る場合において、当該担保が有価証券であるときは、あらかじめ、当該

有価証券を取扱官庁の保管有価証券取扱店（日本銀行の本店、支店又は

代理店）に払い込み、政府保管有価証券払込済通知書の交付を受け、こ

れに保管有価証券提出書を添えて取扱官庁に提出しなければならない。 

５  第 3条第 5項の規定は、第1項の規定により提供する契約保証金に代

わる担保が銀行等又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27

年法律第184号）第 2条第 4項に規定する保証事業会社の保証である場

合について準用する。 

 

（入札保証金等の振替え） 

第 10条 契約担当官等において必要があると認める場合には、落札者に還付す

べき入札保証金又は入札保証金に代わる担保を契約保証金又は契約保

証金に代わる担保の一部に振り替えることができる。 

 

（契約書の提出） 

第 11 条 契約書を作成する場合においては、落札者は、契約担当官等から交付

された契約書に記名捺印し、落札者決定の日から 7 日以内に、これを契

約担当官等に提出しなければならない。ただし、契約担当官等の書面に

よる承諾を得て、この期間を延長することができる。 
２  落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、落札は、

その効力を失う。 
３  契約書の作成を要しない場合においては、落札者は、落札決定後すみ

やかに請書その他これに準ずる書面を契約担当官等に提出しなければ

ならない。ただし、契約担当官等がその必要がないと認めて指示したと

きは、この限りでない。 
 
 
 



（異議申立） 
第 12 条 入札した者は、入札後、この心得、仕様書、図面、契約書案及び現場

等についての不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

 

（暴力団排除） 

第 13 条 入札に参加を希望する者は、支出負担行為担当官が別に指定する暴力

団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければならない。 

    ２  誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反する

こととなったときは、当該者の入札を無効とするものとする。 



仕 様 書 

 

工事件名  米子労働基準監督署使用面積拡張工事 

施工場所  米子労働基準監督署（米子市東町１２４－６米子地方合同庁舎５階） 

工  期  契約締結日の翌日 ～ 令和６年１１月３０日（土） 

 

 

 

Ⅰ 工事概要 

  米子労働基準監督署使用面積拡張工事（以下「本工事」という。）は、Ⅰ－１に定める

庁舎において、既存の会議室等を事務室として使用するための建築改修工事を行うもの

である。 

 

 １ 施工場所 

【施 設 名】 米子労働基準監督署 

   【所 在 地】 米子市東町１２４－６米子地方合同庁舎５階 

 

 ２ 施工内容 

   詳細については、別添の「工事仕様書」「数量書」のとおりとする。 

 

 ３ 本仕様書等に記載されていない事項については、国土交通省監修「公共建築工事標

準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）最新版」並びに関係法令

及び規則に準拠し、安全かつ円滑に施工すること。 

 

 

Ⅱ 留意事項 

 

 １ 本工事の施工実施時間は、原則として庁舎の開庁日（月～金曜・祝祭日を除く）の

午前８時３０分から午後５時１５分までを基本とする。但し、閉庁日に作業を実施す

る必要がある場合は、必ず発注者と協議のうえ、日程・時間等の調整を行うこと。 

 

 ２ 受注者は、本仕様書・図面及びⅠ－３の基準に基づき、関係法令を遵守のうえ、丁

寧かつ確実に工事を実施することとし、工法・使用する資材については、発注者の指

示に従うこと。 

 

 ３ 受注者は、仕様書等に明示の無い事項及び疑義・問題等が生じた場合は、随時発注



者と協議のうえ、その指示に従い工事を実施すること。また、施工にあたっての必要

な養生・騒音対策等については、発注者の指示に従うこと。 

 

 ４ 資材等の搬入搬出及び建具取付時等、施工に際しては庁舎施設・物品等が汚損しな

いよう、必要な養生を行うこと。また、庁舎内外の仮置スペースについても、必要な

対策を講じること。 

 

 ５ 施設内の精密機器類が損傷しないよう留意するとともに、精密機器類が損傷した場

合に備え保険に加入すること。 

 

 ６ 発生した廃棄物については、関係法令等を遵守し適正な処分を行うこと。 

 

 ７ 工事終了後は、必ず清掃作業を行うこと。 

 

 ８ 工事終了後、受注者は発注者の検査を受け、合格したことを以て工事完了とする。 

 

 ９ 本仕様書に基づく本工事の実施にあたっては、必要な電力・給水・施設利用（トイ

レ）を受注者に無償で提供するものとする。 

 

 

Ⅲ 提出書類 

 

 １ 工事着工時 

（１） 着工届（任意書式） 

（２） 工事概略書、工事工程表 

（３） 施工体制台帳の写し 

 

２ 工事完成時 

（１） 完了届（任意書式） 

（２） 完成図書一式（完成図・取扱説明書・保証書） ２部 

（３） 工事写真（施工前・施工中・施工後） 

 











































（工事名）米子労働基準監督署使用面積拡張工事

名　　称 規　　格

 A　建築主体工事
　　　　１　直接仮設工事 1 式
　　　　　　　　  墨出し 現寸型板 26.8 ㎡
　　　　　　　　  内部足場 脚立 26.8 m
　　　　　　 　　 養生費 69.3 ㎡
　　　　　　　　　跡片付 69.3 ㎡
　　　　　　　　　竣工清掃 69.3 ㎡
　　　　　　 　 　荷揚運搬費 1 式
　　　　２　金属工事 1 式
　　　　　 　　 　床 フリーアクセスフロアー敷 H30　切断共 13.4 m
　　　　　　　　　壁 軽量鉄骨壁下地 W65　振れ止め2段 39.5 ㎡
　　　　　　　　　天井点検口 アルミ製　450角（設備用） 16 ヶ所
　　　　３　内装工事　　　　 1 式
　　　　　　　　　床 カーペットタイル貼り手間 材料は既設 21.3 ㎡
　　　　　　　　　巾木　ソフト巾木 H60 26.8 m
　　　　　　　　　壁　ビニクロス貼り 不燃 69.7 ㎡
　　　　　　　　　　遮音シート ダイケン455H 79.1 ㎡
　　　　　　　　　壁 石膏ボード張り ｔ12.5+t12.5 79.1 ㎡
　　　　　　　　　　変性シーリング 四方処理 77.2 m
　　　　　　　　　　ロックウール吸音材 フェルトNR　W65　40kg/m3 39.5 ㎡
　　　　　　　　　天井岩綿吸音板張 補修　ｔ12+PB9.5 18.2 ㎡
　　　　　 　　　 　塩ビ廻り縁 26.8 m
　　　　　　　　天井補修
　　　　　　　　　天井岩綿吸音板張 ｔ12+PB9.5 LGS共 1.5 ㎡
　　　　　　　 　 断熱材 W50　　24kg/m3 1.5 ㎡
　　　　　　　 　 資材搬入費 1 式
　　　　４　撤去工事 1 式
　　　　　 　　 　既設カーペットタイル撤去 再使用 22.8 ㎡
　　　　　　　　　天井　岩綿吸音板 ｔ12+PB9.5 19.8 ㎡
　　　　　　　　　　LGS切断補強 19.8 ㎡
　　　　　　　　　廃棄物処分費 運搬処分共 1 式
　B　電気設備工事
　　　　1　幹線設備工事 1 式
　　　　　　 　 　ネジなし電線管E 31mm 7 m
　　　　　　　　　メタルモールB本体 撤去 6 本
　　　　　　　　　Fモール 3号　26x13 6 本
　　　　　　　　　金属電線管付属品 1 式
　　　　　　　　　計器付開閉器盤 1 面
　　　　　　　　　手元開閉器盤改修 1 面
　　　　　　　　　既設製電灯盤 樹脂製　撤去 1 面
　　　　　　　　　新設電灯盤 樹脂製 1 面
　　　　　　　　　ケーブルVVF 2.0mm-3C　撤去 30 m
　　　　　　　　　電線EM-IE 5.5Sq 7 m
　　　　　　　　　電線EM-IE 14Sq 21 m
　　　　　　　　　ケーブルEM-EEF 2.0mm-3C 39 m
　　　　　　　　　サーキットブレーカー 3P3E 60A　撤去・移設 1 個
　　　　　　　　　配管支持材料 1 式
　　　　　　　　　ケーブル布設材料 1 式
　　　　　　　　　雑材消耗品 1 式
　　　　　　　　　電工費 1 式
　　　　２　電灯設備工事 1 式
　　　　　　 　　 ケーブルVVF 2.0mm-3C　撤去 88 m
　　　　　　 　　 電工費 1 式
　　　　３　コンセント設備工事 1 式
　　　　　　　　　メタルモールA本体 18 本
　　　　　　 　 　ﾒﾀﾙﾓｰﾙＡ　コナーボックス 6 個
　　　　　　 　 　ﾒﾀﾙﾓｰﾙＡ　スイッチボックス 1個用 6 個
　　　　　　 　　 ケーブルVVF 2.0mm-3C　撤去 11 m
　　　　　　　　　ケーブルCV 600V 5.5Sq-3C　撤去 110 m
　　　　　　　　　ケーブルCV 600V 14Sq-3C　撤去 110 m
　　　　　　　　　ケーブルEM-EEF 2.0mm-3C 213 m
　　　　　　　　　埋込接地コンセント（新金） 2P  15AEx2+ET 6 個
　　　　　　　　　ハーネスジョイントボックス 2分岐 4 個
　　　　　　　　　ハーネス用OAタップ（3ｍ） 2P15A(E)抜止ｘ4 4 個
　　　　　　　　　ケーブル布設材料 1 式
　　　　　　　　　雑材消耗品 1 式
　　　　　　　　　電工費 1 式
　　　　４　時計設備工事 1 式
　　　　　　　　　ケーブル EM-AE 0.9mm-2C 50 m
　　　　　　 　 　子時計 移設再使用 2 個
　　　　　　　　　子時計 結線 2 個
　　　　　　　　　機器取付工事費 時計 1 式
　　　　　　　　　試験調整費 時計 1 式

数　量

数量書



　　　　　　　　　ケーブル布設材料 1 式
　　　　　　　　　雑材消耗品 1 式
　　　　　　　　　電工費 1 式
　　　　５　火災報知設備工事 1 式
　　　　　　　　　ケーブル EM-AE 0.9mm-2C 17 m
　　　　　　 　 　煙感知器　　2種 1 個
　　　　　　　　　煙感知器　　2種 結線 2 個
　　　　　　　　　機器取付工事費 自火報 1 式
　　　　　　　　　試験調整費 自火報 1 式
　　　　　　　　　手続・検査立会費 自火報 1 式
　　　　　　　　　ケーブル布設材料 1 式
　　　　　　　　　雑材消耗品 1 式
　　　　　　　　　電工費 1 式
　　　　６　諸経費 1 式
　　　　７　法定福利費 1 式
　C　機械設備工事
　　　　１　空調設備 1 式
　　　　　　　　　既設室内機 MPLZ-RP80BA4　既設移設 1 台
　　　　　　　　　既設ワイヤードリモコン PAR-31MA　既設移設 1 個
　　　　　　　    分配管 MSDD-50SR2　既設再利用 1 個
　　　　　　　　　冷媒被覆銅管 Φ9.52  保温厚=10mm 6 m
　　　　　　　　　冷媒被覆銅管 Φ15.88  保温厚=20mm 6 m
　　　　　　　　　ドレイン管 保温付　25A 15 m
　　　　　　　　　銅管継手類 1 式
　　　　　　　　　塩ビ管継手類 1 式
　　　　　　　　　配管接合材 1 式
　　　　　　　　　配管支持材 1 式
　　　　　　　　　ケーブル 2.0mm2-3C 7 m
　　　　　　　　　リモコン線 0.3mm2 15 m
　　　　　　　　　室内機吊り金具 1 台
　　　　　　　　　ワーヤードリモコン （PAR-31MA後継）PAR-38MA 1 個
　　　　　　　　　消耗品雑材料 1 式
　　　　　　　　　冷媒回収作業費 R410A×4.9kg 1 式
　　　　　　　　　室内機撤去移設費 1 台
　　　　　　　　　配管工費 1 式
　　　　　　　　　配線費 渡配線・リモコン配線 1 式
　　　　　　　　　リモコン取付及び移設費 1 式
　　　　　　　　　既設接続費 配管配線 1 式
　　　　　　　　　リモコン撤去部壁跡補修費 1 ヶ所
　　　　　　　　　試験・テスト費 窒素検圧・真空乾燥脱気作業 1 式
　　　　　　　　　試験運転調整費 1 式
　　　　２　換気感知設備 1 式
                 １）撤去工事
　　　　　　　　　電線 IV 　2ﾛ 50 m
　　　　　　　　　ケーブル CVVS  1.25ﾛ-2C 10 m
　　　　　　　　　室内温度センサ・湿度センサ 1 式
　　　　　　　　　サーモケース 1 個
　　　　　　　　　撤去費 1 式
　　　　　　　　２）配線工事
　　　　　　　　　ケーブル EM-CEE 1.25ﾛ-3C 9 m
　　　　　　　　　ケーブル EM-CEES 1.25ﾛ-2C 9 m
　　　　　　　　　ブランクプレート 1 個
　　　　　　　　　雑材料 消耗品・吊材及び支持金具含む 1 式
　　　　　　　　　機器取付費 1 式
　　　　　　　　　結線費 1 式
　　　　　　　　　労務費 1 式
　　　　　　　　３）試運転調整費
　　　　　　　　　試運転調整費 1 式
　　　　３　諸経費 1 式

　D　共通仮設費 1 式
　E　現場管理費 1 式
　F　一般管理費 1 式



 

 

工事請負契約書(案) 
 
 
 
1 工 事 名  米子労働基準監督署使用面積拡張工事 

 

 

2 工 事 場 所   米子労働基準監督署（米子市東町１２４－６ 米子地方合同庁舎５階） 
   
 

3 工 期  契約日の翌日から令和６年１１月３０日（土）まで 
 
 
4 請 負 代 金 額  金     ，    円 

     （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金  ，  円） 

 

 

5 契 約 保 証 金  免除 

 
 
 
 上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別

添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 
 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有

する。 
 
 
 
 

令和  年  月  日 
 
 
 

発注者  住  所   鳥取県鳥取市富安二丁目８９番９ 
氏  名   支出負担行為担当官 

鳥取労働局総務部長 吉野 明彦     
  
 

受注者  住  所                   
氏  名                       



 

（総則） 
第1条  発注者及び受注者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図書

（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同

じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この契約書及び設計図書を内容と

する工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない 
2  受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者

に引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。 
3  仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工

方法等」という。）については、この契約書及び設計図書に特別の定めがある場合を

除き、受注者がその責任において定める。 
4  受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
5  この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わな

ければならない。 
6  この契約の履行に関して発注者・受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 
7  この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 
8  この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特

別の定めがある場合を除き、計量法（平成 4 年法律第 51 号）に定めるものとする。 
9  この契約書及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治 29 年法律第

89 号）及び商法（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 
10  この契約は､日本国の法令に準拠するものとする。 
11  この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁

判所とする。 
 
（関連工事の調整） 
第2条  発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工

事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、調整

を行うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三

者の行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。 
 
（請負代金内訳書及び工程表） 
第3条  受注者は、この契約締結後 14 日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書（以

下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。 
2 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するも

のとする。  
3 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 
（契約の保証） 
第4条  契約保証金は予算決算及び会計令第 100 条 3 の規定により免除とする。 
 
（権利義務の譲渡等） 
第5条  受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて

はならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 
2 受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第 13 条第

2 項の規定による検査に合格したもの及び工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又

は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の

承諾を得た場合は、この限りでない。 
 
 



 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 
第6条  受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能

を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 
 
（下請負人の通知） 
第7条  発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請

求することができる。 
 
（受注者の契約の相手方となる下請負人の健康保険等加入義務等） 
第 7 条の 2 受注者は、次の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業法（昭

和 24 年法律第 100 号）第 2 条第 3 項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がな

い者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）を下請契約（受注者が直

接締結する下請契約に限る。以下この条において同じ。）の相手方としてはならない。 
一 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 
二 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務 
三 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 7 条の規定による届出の義務 

2 前項の規定にかかわらず、受注者は、当該建設業者と下請契約を締結しなければ 

工事の施工が困難となる場合その他の特別の事情があると発注者が認める場合は、

社会保険等未加入建設業者を下請契約の相手方とすることができる。この場合にお

いて、受注者は、発注者の指定する期間内に、当該社会保険等未加入建設業者が前

項各号に掲げる届出をし、当該事実を確認することのできる書類を発注者に提出し

なければならない。 
  
（特許権等の使用） 
第8条  受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護

される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材料､施工

方法等を使用するときは､その使用に関する一切の責任を負わなければならない。た

だし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において､設計図書に特許

権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、

発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 
 
（監督職員） 
第9条  発注者は、監督職員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。

監督職員を変更したときも同様とする。 
2 監督職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の

権限とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、設計

図書に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 
一 この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又

は協議 
二  設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作

成した詳細図等の承諾 
三 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試

験若しくは検査（確認を含む。） 
3 発注者は、２名以上の監督職員を置き、前項の権限を分担させたときにあっては、

それぞれの監督職員の有する権限の内容を、監督職員にこの契約書に基づく発注者の

権限の一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しな

ければならない。 
4 第２項の規定に基づく監督職員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わな



 

ければならない。 
5 この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書

に定めるものを除き、監督職員を経由して行うものとする。この場合においては、監

督職員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。 
 
（現場代理人及び主任技術者等） 
第10条  受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定めるとこ

ろにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの

者を変更したときも同様とする。 
一  現場代理人 
二  主任技術者（建設業法第 26 条第 1 項に規定する主任技術者をいう。） 

2 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを  

行うほか、請負代金額の変更、工期の変更、請負代金の請求及び受領、第 12 条第 1
項の請求の受理、同条第 3 項の決定及び通知、同条第 4 項の請求、同条第 5 項の通

知の受理並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切

の権限を行使することができる。 
3 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締  

り及び権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場

合には、現場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすることができ

る。 
4  受注者は、第 2 項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委 

任せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注

者に通知しなければならない。 
5  現場代理人及び主任技術者は、これを兼ねることができる。 

 
（履行報告） 
第11条  受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に報告

しなければならない。 
 
（工事関係者に関する措置請求） 
第12条  発注者は、現場代理人がその職務（主任技術者と兼任する現場代理人にあってはそ

の者の職務を含む。）の執行につき著しく不適当と認められるときは、受注者に対し

て、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することがで

きる。 
2 発注者又は監督職員は、主任技術者（この者と現場代理人を兼任する者を除く。）

その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で工事の施

工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対して、

その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができ

る。 
3  受注者は、前 2 項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項につい 
て決定し、その結果を請求を受けた日から 10 日以内に発注者に通知しなければなら 
ない。 

4  受注者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発

注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求す

ることができる。 
5 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について 

決定し、その結果を請求を受けた日から 10 日以内に受注者に通知しなければならな

い。 



 

（工事材料の品質及び検査等） 
第13条  工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその品質

が明示されていない場合にあっては、中等の品質（営繕工事にあっては、均衡を得た

品質）を有するものとする。 
2 受注者は、設計図書において監督職員の検査（確認を含む。以下この条において同

じ。）を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格した

ものを使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用は、

受注者の負担とする。 
3 監督職員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から 7 日

以内に応じなければならない。 
4 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督職員の承諾を受けないで工事現場

外に搬出してはならない。 
5 受注者は、前項の規定にかかわらず、第 2 項の検査の結果不合格と決定された工事

材料については、当該決定を受けた日から 7 日以内に工事現場外に搬出しなければな

らない。 
 
（監督職員の立会い及び工事記録の整備等） 
第14条  受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上調合し、又は調合について見本

検査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又

は当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。 
2 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上施工するものと指定された工 

事については、当該立会いを受けて施工しなければならない。 
3 受注者は、前 2 項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書にお

いて見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工

事の施工をするときは、設計図書に定めるところにより、当該記録を整備し、監督職

員の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならな

い。 
4 監督職員は、受注者から第 1 項又は第 2 項の立会い又は見本検査を請求されたと 

きは、当該請求を受けた日から 7 日以内に応じなければならない。 
5 前項の場合において、監督職員が正当な理由なく受注者の請求に 7 日以内に応じな

いため、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督職員に通知した上、当

該立会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を施

工することができる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当該工

事の施工を適切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督職員

の請求があったときは、当該請求を受けた日から 7 日以内に提出しなければならない。 
6 第 1 項、第 3 項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の

記録の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 
 
（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 
第15条  受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督職員がその

改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当該

不適合が監督職員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によるとき

は、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又

は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 
2 監督職員は、受注者が第 13 条第 2 項又は第 14 条 1 項から第 3 項までの規定に違

反した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検

査することができる。 
3 前項に規定するほか、監督職員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認め



 

られる相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当の

理由を受注者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。 
4 前 2 項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。 

 
（工事の変更、中止等） 
第16条  発注者は、必要があると認めるときは、受注者に通知して工事内容を変更し、又は

工事の全部若しくは一部の施工を中止させることができる。この場合において、必要

があると認められるときは、次項及び第 3 項に定めるところにより、工期若しくは請

負代金額を変更し、又は必要な費用等を発注者が負担しなければならない。 
2 工期又は請負代金額の変更は、発注者と受注者とが協議して定める。 
3 発注者は、第 1 項の場合において、受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し、

若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中

止に伴う増加費用を必要とし、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担

しなければならない。 
4 工事用地等の確保ができない等のため又は天災その他の不可抗力により工事目的

物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工でき

ないと認められるときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工

事の全部又は一部の施工を中止させることができる。 
 
（受注者の請求による工期の延長） 
第17条  受注者は、天候の不良、第 2 条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注

者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができない

ときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することが

できる。 
2 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められ 

るときは、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責

めに帰すべき事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更

を行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 
 
（臨機の措置） 
第18条  受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけれ

ばならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ

監督職員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるとき

は、この限りでない。 
2 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督職員に直ちに通知

しなければならない。 
3 監督職員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者

に対して臨機の措置をとることを請求することができる。 
4 受注者が第 1 項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置

に要した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担することが適当でない

と認められる部分については、発注者が負担する。 
 
（一般的損害） 
第19条  工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他工事

の施工に関して生じた損害（次条第 1 項若しくは第 2 項又は第 21 条第 1 項に規定す

る損害を除く。）については、受注者がその費用を負担する。ただし、その損害（第

31 条第 1 項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。）のうち発

注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 



 

（第三者に及ぼした損害） 
第20条  工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償しな

ければならない。ただし、その損害（第 31 条第 1 項の規定により付された保険等に

よりてん補された部分を除く。以下、この条において同じ）のうち発注者の責めに帰

すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 
2 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、

地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がそ

の損害を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき受注者

が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担

する。 
3  前 2 項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合において

は、発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 
 
（不可抗力による損害） 
第21条  工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該

基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの責めにも帰することができ

ないもの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物

又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、受

注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。 
2 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害

（受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第 31 条第 1 項の

規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において「損

害」という。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。 
3 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負

担を発注者に請求することができる。 
4 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったとき

は、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは

建設機械器具であって第 13 条第 2 項、第 14 条第 1 項若しくは第 2 項の規定による

検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに

係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第 6 項におい

て以下「損害合計額」という。）のうち請負代金額の 100 分の 1 を超える額を負担し

なければならない。 
5 損害の額は、次に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算

定する。 
一 工事目的物に関する損害 

          損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合には 
 その評価額を差し引いた額とする。 
二 工事材料に関する損害 

       損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、 
 残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 
三 仮設物又は建設機械器具に関する損害 

損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、

当該工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における工

事目的物に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその

機能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の額より小額であるものに

ついては、その修繕費の額とする。 
6 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第 2 次以降の不

可抗力による損害合計額の負担については、第 4 項中「当該損害の額」とあるのは



 

「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害

の取片付けに要する費用の額の累計｣と、「請負代金額の 100 分の 1 を超える額」と

あるのは「請負代金額の 100 分の 1 を超える額から既に負担した額を差し引いた額｣

として同項を摘要する。 
 
（請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 
第22条  発注者は、第 8 条、第 15 条から第 19 条まで、前条の規定により請負代金額を増

額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、請負代

金額の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。こ

の場合において、設計図書の変更内容は、発注者と受注者とが協議して定める。 
 
（検査及び引渡し） 
第23条  受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならい。 

2 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）

は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 14 日以内に受注者

の立会いの上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査

を完了し、当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、

発注者又は検査職員は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知

して、工事目的物を最小限度破壊して検査することができる。 
3 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 
4 発注者は、第 2 項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の

引渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。 
5 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請負

代金の支払の完了と同時に行うことを請求することができる。この場合においては、

受注者は、当該請求に直ちに応じなければならない。 
6 受注者は、工事が第 2 項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検 

査を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみな

して前 5 項の規定を適用する。 
 
（請負代金の請求・支払い） 
第24条  受注者は、前条第 2 項の検査に合格したときは、請負代金の支払いを請求すること

ができる。 
2 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 40 日以内

に請負代金を支払わなければならない。 
3 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第 2 項の期間内に検査をしないとき

は、その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以

下この項において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合

において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数

が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 
 
（契約不適合責任） 
第25条  発注者は、引き渡された工事目的物に関し、引渡しを受けた日から２年以内でなけ

れば、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請

求又は契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 
2 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、

発注者が検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その責任を

負わない。ただし、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかった契約不

適合については、引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請求等をすることが



 

できる。 
3 前二項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等 

当該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げるこ

とで行う。 
4 発注者が第１項又は第２項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以 

下この項及び第七項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を

知り、その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する

日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内

に請求等をしたものとみなす。 
5 発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる 

契約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる

請求等をすることができる。 
6 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものである 

ときには適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めると

ころによる。                         
7 民法第六百三十七条第一項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。  
8 発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第 

１項の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適

合に関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合がある

ことを知っていたときは、この限りでない。 
9 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは監督

員の指図により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、

請求等をすることができない。ただし、受注者がその材料又は指図の不適当である

ことを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 
 
（履行遅滞の場合における損害金等） 
第26条  受注者の責めに帰すべき事由により工期内に工事を完成することができない場合

においては、発注者は、損害金の支払いを受注者に請求することができる。 
2 前項の損害金の額は、請負代金額から部分引渡しを受けた部分に相応する請負代金

額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額とする。 
3 発注者の責めに帰すべき事由により、第 24 条第 2 項の規定による請負代金の支払

が遅れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、昭和 24
年 12 月大蔵省告示第 991 号「政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める件」

に定める率により計算して得られた額（百円未満切捨）の遅延利息の支払いを発注者

に請求することができる。 
 
（談合等の不正行為があった場合の違約金等） 
第 26 条の 2 受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が次に掲げる場合のいずれかに該

当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、請負代金額（この契約締結後、

請負代金額の変更があった場合には、変更後の請負代金額。次項において同じ。）

の 10 分の 1 に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなけれ

ばならない。 
一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第 3 条の規定に違反し、

又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第8条第1号の規定に違

反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第 7 条の 2 第 1
項（独占禁止法第 8 条の 3 において準用する場合も含む。）の規定に基づく課徴

金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したと



 

き（確定した当該納付命令が独占禁止法第 63 条第 2 項の規定により取り消され

た場合を含む。以下この条において同じ。）。 
         二 納付命令又は独占禁止法第 7 条若しくは第 8 条の 2 の規定に基づく排除措置

命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受

注者等」という。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したも

のをいい、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべ

てが確定した場合における当該命令をいう。次号及び次項第 2 号において同じ。）

において、この契約に関し、独占禁止法第 3 条及び第 8 条第 1 号の規定に違反す

る行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 
    三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第 3

条又は第 8 条第 1 号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反す

る行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が当該期間（こ

れらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、

これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違

反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）を行われたもの

であり、かつ当該取引分野に該当するものであるとき。 
四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。次項

第 2 号において同じ。）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の 6 又は独占禁

止法第 89 条第 1 項若しくは第 95 号第 1 項第 1 号に規定する刑が確定したとき。 
2 この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、

発注者の請求に基づき、前項に規定する請負代金額の10分の1に相当する額のほか、

請負代金額の 100 分の 5 に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支

払わなければならない。 
一 前項第 1 号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法

第 7 条の 2 第 8 項又は第 9 項の規定の適用があるとき。 
二 前項第 2 号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第 4 号に規定す

る刑に係る確定判決において、受注者の違反行為の首謀者であることが明らかに

なったとき。 
3 受注者が前 2 項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、

当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年 3 パーセントの割

合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 
4 受注者は、契約の履行を理由として、第 1 項及び第 2 項の違約金を免れることがで

きない。 
5 第 1 項及び第 2 項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過す

る場合において、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 
 
（発注者の解除権） 
第27条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除するこ

とができる。 
一 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 
二 その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の

期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 
三 第 10 条第 1 項第 2 号に掲げる者を設置しなかったとき。 
四 前 3 号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的

を達することができないと認められるとき。 
五 第 29 条第 1 項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 
六 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下こ

の号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 



 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代

表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成 3 年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。）第 2 条

第 6 号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）である

と認められるとき。 
ロ 暴力団（暴力団対策法第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下この号に

おいて同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 
ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められると

き。 
ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

ると認められるとき。 
ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 
ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイ

からホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと

認められるとき。 
ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除

く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わ

なかったとき。 
 
（契約が解除された場合等の違約金） 
第 27 条の 2 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、請負代金額の 10 分の

1に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 
一 前条の規定によりこの契約が解除された場合 
二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって

受注者の債務について履行不能となった場合 
2 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合と

見なす。 
一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年

法律第 75 号）の規定により選任された破産管財人 
二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成

14 年法律第 154 号）の規定により選任された管財人 
三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 
 
（発注者の任意解除権） 
第28条   発注者は工事が完成するまでの間は、第 27 条の規定によるほか、必要があるとき

は、この契約を解除することができる。 
2 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼし

たときは、その損害を賠償しなければならない。 
 
（受注者の解除権） 
第29条  受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができ

る。 



 

一 第 16 条の規定により工事内容を変更したため請負代金額が 3 分の 2 以上減少し

たとき。 
二 第 16 条の規定による工事の施工の中止期間が工期の 10 分の 5（工期の 10 分の

5 が 6 月を超えるときは、6 月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの

場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後 3 月を経過しても、なおそ

の中止が解除されないとき。 
三 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能となった

とき。 
2 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるとき

は、その損害の賠償を発注者に請求することができる。 
 
（解除に伴う措置） 
第30条  発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当該検

査に合格した部分の工事材料の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受けたときは、

当該引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代金を受注者に支払わなければなら

ない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受

注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 
2 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 
3 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は管

理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理する

これらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事

用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 
4 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去

せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注

者に代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことが

できる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付け

について異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片

付けに要した費用を負担しなければならない。 
5 第 3 項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受

注者の意見を聴いて定めるものとする。 
 
（火災保険等） 
第31条  受注者は、工事目的物及び工事材料等を設計図書に定めるところにより火災保険、

建設工事保険その他の保険（これに準じるものを含む。以下この条において同じ。）

に付さなければならない。 
2 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わ

るものを直ちに発注者に提示しなければならない。 
3 受注者は工事目的物及び工事材料等を第 1 項の規定による保険以外の保険に付し

たときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 
 

（厚生労働省所管法令違反に係る報告） 
第32条  受注者は、受注者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により

行政処分を受け又は送検された場合は、速やかに発注者に報告する。 
 
（厚生労働省所管法令違反に係る契約解除） 
第33条  発注者は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、催告その他の手続を要せ

ず、受注者に対する書面による通知により、本契約の全部又は一部を解除することが

できる。 



 

一 受注者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分

を受け又は送検されたとき。 
二 受注者が本契約締結以前に発注者に提出した、厚生労働省所管法令違反に関する

申立書に虚偽があったことが判明したとき。 
三 受注者が、受注者又はその役員若しくは使用人が第 1 号の状況に至ったことを

報告しなかったことが判明したとき。 
 
（厚生労働省所管法令違反に係る違約金） 
第34条  前条の規定により発注者が契約を解除した場合、受注者は、違約金として、発注者

の請求に基づき、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更

後の契約金額）の 100 分の 10 に相当する額を発注者が指定する期日までに支払わな

ければならない。 
2 受注者は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。 
3 第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合にお

いて、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 
 
（補則） 
第35条  この契約書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議し

て定める。 
 


